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Ⅰ 社会保障給付費の範囲   

1．社会保障給付費の範囲は、1LO（国際労働機関）が国際比較上定めた社会保障の基準に  

基づいて決定されている。   

ILOでは、社会保障の某準を次のように定めている。すなわち、以下の3其準を満たす  

すべての制度を社会保障制度と定義する。  

① 制度の目的が、次のリスクやニーズのいずれかに対する給付を提供するもので  

あること。  

（1）高齢（2）遺族（3）障害（4）労働災害（5）保健医療（6）家族（7）失業  

（8）住宅（9）生活保護その他   

（∋制度が法倖によって定められ、それによって特定の権利が付与され、あるいは公  

的、準公的、若しくは独立の機関によって責任が課せられるものであること。  

③制度が法律によって定められた公的、準公的、若しくは独立の機関によって管理さ  

れていること。あるいは法的に定められた責務の実行を委任された民間の機関であ  

ること。特に、労働者災害補償の制度については、民間機関により実行されている  

ことがあるが、対象の中に含めるべきである。   

上記の基準に従えば、宇ヒ会保障制度として、社会保険制度（雇用保険や労働者災害補   

償保険を含む）、家族手当制度、公務員に対する特別制度、公衆衛生サービス、公的扶  

助、社会福祉制度、戦争犠牲者に対する給付などが含まれる。  

社会保障給付費は、上記のTl」0基準に従い、同内の社会保障各制度の給付費について、毎年度の決算  

等をもとに推計したものである。なお、11」0基準に従えば、児竜福祉、老人福祉等の分野で地方自治  

体が地方の財政のみにより行っている事業等の費用牽）t二記の基準に合致するものであれば字上会保障  

給付費から除外されるものではないが、国内の統計資料の制約から基本的には含まれていない。  

Il」0は1明9年以来19回の社会保障費用調査を実施し、各回から提供された社会保障眉データを、“The  

Cost oF Soci；11Security”としてインターネットU：）ホームページで公開している。  

（Tl．0該当し恨Lはll＝  ）し1hl／′（、バS／′〔・ドSirld（1X，htm）  1：ノ′′′／ww軋ilo．nr  r（）1p（二l′irm′′′Hn（二S（！r。／   〕し1t）1i（ソ（，－rl  

2．社会保障給付費の「医療」「年金」「福祉その他」部l†【脚」分類は、次のとおりである。   

「医嫉」には、医療保険、老人保健の医療給付、／ト括保護の医療扶助、労災保険の医腑   

給イ、j◆、結核、精神その他の公費負担医療、保健所等が行う公衆衛生サービスに係る費用   

等が含まれる。   

「年金」には、厚生年金、国民年金等の公的年金、恩給及び労災保険の年金給付等が含   

まれる。   

「福祉その他」には、社会福祉サービスや介護対策に係る費用、生活保護の医療扶助以   

外の各種扶助、児童手当等の各種手当、医療保険の傷病手当金、労災保険の休業補償給   

付、雇用保険の失業給付が含まれる。なお、再掲した介護対策には、介護保険給付と生   

活保護の介護扶助、原爆被爆者介護保険法 培Ii負担金及び介護休業給付が含まれる。  

3．社会保障給付費の機能別分類は、上記社会保障給付費の範囲1，①におけるリスクや   

ニーズごとに給付費を集計したものである。  
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Ⅲ 平成16年度社会保障給付費の概要   

1．平成16年度の社会保障給付費の総額は85兆6，469億円である。   

（1）部門別社会保障給付費をみると、「医療」が27兆1，537億円（31．7％）、「年  

金」が45兆5，188億円（53．1％）、「福祉その他」が12兆9，744億円（15．1  

％）である。   

（2）平成16年度社会保障給付費の対前年度伸び率は1．6％であり、対国民所得  

比は23．72％である。   

（3） 国民1人当たり社会保障給付費は67万800円であり、1世帯当たりでは   

182万6，900円となっている。  

表1 部門別社会保障給付費  

平成16年度   
対前年度比  

社会保障給付費   平成15咋度  

増加額   伸び率   

億円   億円   億円   ％  

計  842，668  856，469  13，801  1．6  

（100．0）  （100．0）  

医療  266，154  271，537  5，383  2．0  

（31．6）  （31．7）  

年金  447，845  455，188  7，343  1．6  

（53．1）  （53．1）  

福祉その他  128，669  129，744  1，075  0，8  

（15．3）  （15．1）  

介護対策（再掲）  51，521  56，289  4，768  9．3   

（6．1）  （6，6）  

（注）（）内は構成割合である。  

表2 部門別社会保障給付費の対国民所得比  

社会保障給付費   平成15年度   平成16年度   対前年度増加分   

％   ％   ％ポイント  

計  23．51  23．72  0．21  

医療  7．43  7．52  0．10  

年金  12．50  12．61  0．11  

福祉その他  3．59  3．59  0．00   

介護対策（再掲）   1．44   1．56   0．12   

2 －  
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表3 1人（1世帯）当たり社会保障給付費  

対前年度比  
社会保障給付費  平成15年度   平成16年度  

増加額   伸び率   

千円   千円   千円   ％  

1人当たり  660．3  670．8  10．5  1．6  

1世帯当たり  1，819．3  1，826．9  7．6  0．4   

（注）1世帯当たり社会保障ぷ付費＝（世帯人員総数／1tl二帯総数）×1人－■うたり社会保障給付費に上って尉t＝ノたし 

図1 社会保障給付費の部門別推移  

1‡）70  1t）75  1t）バ（1  1985  ＝用（）  11州5  コ（）0（）  

（野て柵55）  （畔け［り5）  いド成2）  トト宣lご）  隼攫   



2．機能別社会保障給付費をみると「高齢」が全体の50．4％で最も大きく、つい   

で「保健医療」が31．0％であり、この二つの機能で81．4％を占めている。こ   

れ以外の機能では、「遺族」（7．3％）、「家族」（3．1％）、「生活保護その他」   

（2．7％）、「障害」（2．3％）、「失業」（1．7％）、「労働災害」（1．1％）、「住宅」   

・：0．4％）の順となっている。  

表4 機能別社会保障給付費  

障害  19，495  19，731  236  1．2  

（2．3）  （2．3）  

労働災害  9，912  9，763  △150  △1．5  

（1．2）  （1．1）  

保健医療  260，851  265，466  4，616  1．8  

（31．0）  （31．0）  

家族  27，217  26，494  △723  △2．7  

（3．2）  （3．1）  

失業  19，471  14，442  △5，029  △25．8  

（2．3）  （1．7）  

住宅  2，796  3，130  334  11．9  

（0．3）  （0．4）  

生活保護その他   21，159  22，993  1，834   8．7   

（2．5）   （2．7）   

（注）  

1．（）内は構成割合である。  

2．機能別の項目説明は、33頁を参照。  

3．平成16年度は前年度との比較では、「家族」が2．7％減少しているが、この背景としては、公立保育   

所運営費負担金の一般財源化に伴い、この運営費が社会保障給付費に計上されなくなったことがあ   

る。なお参考までに、仮に一般財源化により計上されなくなった額を3，322億円として推計すれば、   

「家族」の構成割合は3．5％、対前年度伸び率は9．5％となる。  
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表5 機能別社会保障給付費の対国民所得比  

家族  0．76  0．73  △0．03  

失業  
0．54  0．40  △0．14  

住宅  0．08  0．09  0．01  

生活保護その他   0．59   0．64   0．05   

（注）平成16年度は前年度との比較では、「家族」が0，0：う（冥，減少しているが、この背畏としては、公、上保  

育所運営費負担金の一般財源化に伴い、この運営費が社会保障給付費に計卜されなくなったことが  

ある。なお参考までに、仮に一般財源化により計上されなくなった額を3，322億円として推計すれ  

ば、「家族」の対国民所得比は0．83一宮，、対前年度増加分は0．07％ポイントとなる「，  

図2 機能別社会保障給付費の推移  

平成lこi年摩  平成‖牢席  平城15年摩  平成16年度  
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3．年金保険給付費、老人保健（医療分）給付費、老人福祉サービス給付費及び   

高年齢雇用継続給付費を合わせた高齢者関係給付費は、平成16年度には60兆   

6，537億円となり、社会保障給付費に対する割合は70．8％である。  

表6 高齢者関係給付費  

平成15年度   平成16年度   対前年度伸び率   

億「リ   億円   ％  

社会保障給付費  842，668  856，469  1．6   

（100．0）  （100．0）  

億円   億円   ％  

年金保険給付費  429，959  438，143  1．9  

老人保健（医療分）給付費  106，343  105，879  △0．4  

老人福祉サービス給付費  55，387  61，125  10．4  

高年齢雇用継続給付費  1，489  1，389  △6．7  

計  593，178  606，537  2．3   

（70．4）  （70．8）  

万人   万人   ％  

60歳以ヒ人11  3，261  3，353  2．8  

65歳以l二人l」  2，431  2，488  2．3  

70歳以I二人「］  1，691  1，753  3．7  

75歳以上人口  1，055  1，107  4．9   

（注）  

1．（）内は社会保障給付費に占める割合である。  

2．老人福祉サービス給付費は、介言蔓対策給付費と介護保険以外の在宅福祉サービス費等からなる。  

：う．高車齢雇用継続給付費は、60歳から65歳までの継続雇用、再就職の促進を図る観点から、60歳時点に   

比して貸金額が25％以上低下した状態で雇用を継続する高年齢者に対し、60歳以後の賃金額の15％相   

当傾を65歳に達するまでの間支給するものである。  

4．老人保健制度においては、対象年齢を平成14年10月より5年間で段階的に70歳以じから75歳以上へ   

引き上げることとな／）ており、平成16年10月には73歳に引き上げられている。したがって、上記   

「老人保健（医療分）給付費」の平成15年度と平成16年度の額も対象になる年齢が異なっていること   

に留意する必要がある。なお、「平成16年度国民医療費（厚生労働省）」によると、平成16年度の75   

歳以上の国民医療費の対前年度伸び率は5．7％の増加である。  

－ 6 －   



Ⅲ 平成16年度社会保障財源の概要   

平成16年度の社会保障財源の総額は93兆206億円である。   

（1） 項目別苦り合をみると、社会保険料が57．8％、税が30．8％、他の収入が11．4  

％となっている。   

（2：）対前年度比は8．13％の減少となった。  

表7 項目別社会保障財源  

被保険者拠H  273，797  275，285  1，488  0．54  

（27．0）  （29．6）  

〟税  277，853  286，369  8，516  3．06  

（27．4）  （30．8）  

「可  21l，415  217，012  5，597  2．65  

（20．9）  （23．3）  

地方  66，438  69，357  2，919  4．39  

（6．6）  （7．5）  

伊他の収入  188，371  106，295  △82，076  △43．57  

（18．6）  （11．4）  

資産収入  152，229  70，005  △82，224  △54．01  

（15．0）  （7．5）  

その他   36，142  36，291  148   0．41   

（3．6）   （3．9）   

（注）（）内は構成割合である。   



図3 収入、制度、部門、機能、対象者からみた社会保障給付費（2004（平成16）年度）  

（単位：兆円、％）  

制 度  部 門  収 入  女十島著 ／、」 二／ニノヽ ト」   貴地 台巨 l′ソq    り」■  

社会保障  
給付責  

（注）  

1．「児童・家族関係」は、社会保障給付費のうち、医療保険の出産育児一時金、雇用保険の育児休業給付、保育所運営費、児童手当、児童扶養手当等   

である。  

2．平成16年度の社会保障収入は93．0兆円（他制度からの移転を除く）であり、［］内は社会保障収入に対する苦り合。  

3．平成16年度の社会保障給付費は85．6兆円であり、（）内は社会保障給付費に対する割合。   
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第1表 社会保障給付費の部門別推移  

社 会保 障給付 費  

年度  
計   「笑療   構成割合   年金・福祉その他  構成割合  

（億円）   （億円）   （十十十   （億円）  （（姑）   

1950（昭和25）   1．261   （；4G   51，2   615  48．8   

1951（ 2G）   1，571   804   51．1   7（；8  48．9   

1さ）！i2（ 27）   2，194   1，149   52．3   1，046  47．7   

19fi3（ 28）   2，577   1，480   57．5   1，Of）（；  42．5   

19fi4（ 2f））   3，8⊥11   1，712   44．G   2，129  55．4   

1955（ 30）   3，893   1，919   4り．3   1，り74  50．7   

19！iG（ 31）   3，98G   2，018   50．G   り）G9  49．4   

19fi7（ 32）   4，357   2，224   51．0   2，133  49．0   

195日（ 33）   5，080   2，Of）9   41．3   2，981  58．7   

19ごiさ）（ 34）   5，778   2，523   43．7   3，255  5G．3   

19（；0（ 35）   G，553   2、942   44．9   3．Gll  55．1   

19（；H  36）   7，900   3，850   48．7   4，050  51．3   

19（；2（ 37）   9，21f）   4，699   51．n   4，520  4f）．0   

1f）（；3（38）  11，214  5，885  52．5  5，329  47．5  

年金  構成割合  

（億円）  （（舛，）   （倍「TJ）   （％）  

19（；4（39）  13，475  7，328  5∠1，4  3，05G   22．7   3，091   22．9   

19（；5（ 4（））   1（川37   9，137   57．∩   3，508   21．9   3，392   21．2   

19GG（ 41）   18，670   10，7GG   57．7   4，1洲   22．5   3，705   19．8   

19（；7（ 42）   21，G44   12，583   58．1   4，！）47   22，9   4，114   19．0   

19（；8（ 43）   25，09G   14，G79   58．5   5，835   23．3   4，582   18．3   

19（；9（ 44）   28，752   1G，975   5！）．0   G，935   24．1   4，842   1G．8   

1970（ 45）   35，239   20，75S   58．†）   8，5（；2   24．3   5，92（1   1G．8   

1971（ 4G）   4〔〉，258   22，505   55．9   1（1，192   25．3   7，5Gl   18．8   

1972（ 47）   49，845   28，111   5G．4   12，3（う7   24．8   f），3G7   18．8   

1973（ 48）   62，587   34，270   54．8   1G，758   2G．8   11，559   18．5   

1974（ 49）   ミ）0，270   47，208   52．3   26，782   29．7   1（う，280   18．0   

19つ75（ 50）   117，693   57，132   48．5   38，831   33．0   21，73（）   18．5   

1976（ 51）   145，1（う5   G8，098   4G．り   53，415   3G．8   23，G52   16．3   

1977（ 52）   1G8，868   7G，256   45．2   G5，880   39．0   2G，732   15．8   

1978（ 53）   197，763   8f），167   45．1   78，377   39．G   30，219   15．3   

1979（ 54）   21f），S32   さ）7，743   44．5   89，817   4什9   32，272   14．7   

1980（ 55）   247、73G  1（）7，329   43．3  104，525   42．2   35，882   14．5   

1981（ 5G）   275，638  115，221   41．8  120，420   43．7   3さ），さ）97   14．5   

1982（ 57）   300，973  124，118   41．2  133，4（）4   44．3   43，451   14．4   

1983（ 58）   319，733  130，983   41．0  144，1（）8   45．1   44，G42   14．0   

1984（ 59）   33G，3f）6  135，（；54   40．3  154，527   45．り   4G，21（；   13．7   

1985（ 60）   356．798  1∠12，830   40．0  1G8．923   47．3   45，n44   12．G   

198G（ Gl）   385，918  151，489   39．3  187，G20   48．6   4G，809   12．1   

1987（ 62）   407，337  1（；0，001   39．3  199，874   49．1   47，4G2   11．7   

1988（ 63）   424，582  1G（う，72G   39．3  210，459   49．6   47，3さ）7   11．2   

1989（平成元）   448，822  175，279   39．1  225，4∩7   50．2   48，13G   10．7   

19亡IO（  2）   472，203  183，7P5   38．9  240，420   50．9   47，989   10．2   

1991（  3）   501，34G  195，05G   38．9  25G，145   51．1   50，145   10．0   

1992（  4）   538，28n  209，395   38．9  274，013   50．！）   54，872   10．2   

1993（  5）   5G8，039  218，059   38．4  290，37（；   51．1   59，603   10．5   

1994（  G）   604，727  228，72G   37．8  310，084   51．3   G5，918   10．ミ）   

1995（  7）   （；47，314  240，593   37．2  334，98G   51．8   71．735   11．1   

1996（  8）   675，475  251，789   37．3  349，548   51．7   74，139   11．0   

1997（  9）   G94，163  253，070   3G．5  3G3，996   52．4   77，098   11．1   

1998（ 10）   721，411  254，077   35．2  384，105   53．2   S3，228   11．5   

1999（ 11）   750，417  2G3，953   35．2  399，112   53．2   87，352   11．G   

2（）On（ 12）   781，272  260，OG2   33．3  412．012   52．7  109．198   14．0   

2001（ 13）   814，007  2G6，415   32．7  425，714   52．3  121，878   15．0   

2002（ 14）   835，GG6  2G2，744   31．4  443，781   53．1  129，140   15．5   

2003（ 15）   842，GG8  2G（；，154   31．（；  447，845   53．1  128，GG9   15．3   

2004（ 1G）   85G，4G9  271，537   31．7  455，188   53．1  129，744   15．1   

（柱）四捨五入の関係で総数が一致しない場合があるし、  
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第2表 社会保障給付費（対国民所得比）の部門別推移  （単位‥％，）  

社会保障給付費（対国民所得比）  
牢度  

国民所得  

計   医療   年金   福祉その他   （億円）  

1951（昭和26）   3．54   1．81   1．73  44，346   

1952（ 27）   4．21   2．20   2．01  52，159   

1953（ 28）   4．29   2．47   1．83  60，015   

195∠】（ 29）   5．83   2．60   3．23  65，917   

1955（ 30）   5．58   2．75   2．83  69．733   

1956（ 31）   5．05   2．56   2．49  78，962   

1957■（ 32）   4．91   2．51   2．41  88，681   

1958．（  33）   5．41   2．24   3．18  93，829   

1959（ 34）   5．23   2．28   2．95  110，421   

196C・（ 35）   4．86   2．18   2．68  134、967   

1961（ 36）   4．91   2．39   2．52  160，819   

1962（  37）   5．15   2．63   2．53  178，933   

1963（ 38）   5．31   2．79   2．53  210，993   

1964（ 39）   5．60   3．05   1．27   1．29   240，514   

1965（ 40）   5．98   3，41   1．31   1．26   268，270   

1966（ 41）   5．90   3．40   1．33   1．17   316，448   

1967（ 42）   5．76   3．35   1．32   1．10   375，477   

1968（ 43）   5．74   3．36   1．33   1．05   437，209   

1969（ 44）   5．52   3．26   1．33   0．93   521，178   

197C（ 45）   5．77   3．40   1．40   0．97   610、297   

1971（ 46）   6．11   3．41   1．55   1．15   659，105   

1972（  47）   6．40   3．61   1．59   1．20   779，369   

1973（  48）   6．53   3．58   1．75   1．21   958，396   

1974（ 49）   8．03   4．20   2．38   1．45   1，124，716   

1975（  50）   9．49   4．61   3．13   1．75   1、239、907   

1976（   51）   10．34   4．85   3．80   1．68   1，403，972   

1977（  52）   10．85   4．90   4．23   1．72   1，557，032   

1978（ 53）   11．51   5．19   4．56   1．76   1，717，785   

1979（ 54）   12．06   5．36   4．93   1．77   1，822，066   

1980（ 55）   12．19   5．28   5．14   1．77   2．032，410   

1981（ 56）   13．01   5．44   5．68   1．89   2，118，783   

1982（  57）   13．68   5．64   6．06   1，97   2，200，091   

1983（ 58）   13．82   5．66   6．23   1．93   2，312，854   

198∠1（ 59）   13．83   5．58   6．36   1．90   2，431，547   

1985（ 60）   13．67   5．47   6．47   1．73   2．610．890   

1986（   61）   14．39   5．65   7．00   1．75   2，680，934   

1987（ 62）   14．45   5．68   7．09   1．68   2，818，190   

1988（ 63）   13．97   5．48   6．92   1．56   3，039，679   

198乞l（平成元）   13．93   5．44   7．00   1．49   3，222，073   

199（）（  2）   13．56   5．28   6．90   1．38   3，483、454   

199］L（  3）   13．51   5．26   6．90   1．35   3，710，807   

199；：（  4）   14．57   5．67   7．42   1．49   3，693，238   

199ニi（  5）   15．39   5．91   7．87   1．62   3，690，327   

1994（  6）   16．17   6．11   8．29   1．76   3，740，796   

199∈i（  7）   17．30   6．43   8．95   1．92   3，742，774   

199（；（   8）   17．82   6．64   9．22   1．96   3，791，076   

199「7（  9）   18．14   6．61   9，51   2．01   3，827，635   

199さ；（ 10）   19．37   6．82   10．31   2．23   3，725，035   

199∈l（ 11）   20．46   7．20   10．88   2．38   3，667，396   

2000（ 12）   21．02   7．00   11．09   2．94   3，715、975   

200】（ 13）   22．55   7．38   11．79   3．38   3，609，521   

200三：（ 14）   23．49   7．38   12．47   3．63   3，557，846   

200こ；（ 15）   23．51   7．43   12．50   3．59   3，583，968   

2004（ 16）   23．72   7．52   12．61   3．59   3．610，126   

（資料）国民所得出所は、昭和29年度以前は経済企画庁「昭和53年版国民所得統計年報」、  

昭和30－52年度は同「長期遡及主要系列国民経済計算報告」、  

昭和53【54年度は同「平成12年版国民経済計算年幸机、  

昭和55∴平成16年度はl人】閣府経済社会総合研究所「平成18年版国民経済計算年報」による。  
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第3表 社会保障給付費・国民所得の対前年度伸び率の推移  （単位＝｛ポ，）  

社会保障給付費  

年度  巨∃民所得  

計   医療   隼金   福祉その他   

1951（昭和26）   24．6   24．5   24．9  

1952（ 27）   39．7   42．9   3G．2   17．6  

1953（ 28）   17．5   28．8   4．8  15．1   

1954（ 29）   49．0   15．7   94．3  9．8   

1955（ 30）   1．4   12．1   △ 7．3  5．8   

1956（ 31）   2．4   5．2   △ 0．3  13．2   

1957（ 32）   9．3   10．2   8．3  12．3   

1958（ 33）   16．6   △ 5．6   39．8  5．8   

1959（ 34）   13，7   20．2   9．2  17．7   

1960（ 35）   13，4   16．6   10．9  22．2   

1961（ 36）   20．6   30．9   12．2  19．2   

1962（ 37）   16．7   22．1   11．6  11．3   

1963（ 38）   21．6   25．2   17．9  17．9   

1964（ 39）   20．2   24．5   15．3  14．0   

1965（ 40）   19．0   24．7   14．8   9．7   11．5   

1966（ 41）   16．4   17．8   19．7   9．2   18．0   

19157（ 42）   15．9   16．9   17．8   11．0   18．7   

1968（ 43）   15．9   16．7   18．0   11．4   16．4   

191；9（ 44）   14．6   15．6   18．9   5．7   19．2   

1970（ 45）   22．6   22．3   23．5   22．3   17，1   

1971（ 46）   14．2   8．4   19．0   27．7   8．0   

1972（ 47）   23．8   24．9   21．3   23．9   18．2   

1973（ 48）   25．G   21．9   35．5   23．4   23．0   

1974（ 49）   44．2   37．8   59．8   40．8   17．4   

1975（ 50）   30．4   21．0   45．0   33．5   10．2   

1976（ 51）   23．3   19．2   37．6   S．8   13．2   

1977（ 52）   16．3   12．0   23．3   13．0   10．9   

1978（ 53）   17．1   16．9   19．0   13．0   10．3   

1979（ 54）   11．2   9．6   1′4．6   6．8   6．1   

1980（ 55）   12．7   9．8   16．∠1   11．2   11．5   

1981（ 56）   11．3   7．4   15．2   11．5   4、2   

1982（ 57）   9．2   7．7   10．8   8．6   3．8   

1983（ 58）   6．2   5．5   8．0   2．7   5．1   

1984（ 59）   5．2   3．6   7．2   ：i．5   5．1   

1985（ 60）   6．1   5．3   9．3   △ 2．5   7．4   

1986（ 61）   8．2   6．1   11．1   3．9   2．7   

1987（ 62）   5．6   5．6   6．5   1．4   5．1   

1988（ 63）   4．2   4．2   5．3   ∠ユ 0．1   7．9   

1989（ヤ成ノ己）   5．7   5．1   7．1   1．6   6．0   

19！）0（  2）   5．2   4．9   6．7   △ 0．3   8．1   

19！）1（  3）   6．2   G．1   6．5   4．5   6．5   

19亡）2（   4）   7．∠1   7．4   7．0   9．4   △ 0．5   

19！）3（  5）   5．5   4．1   6．0   8．6   △ 0．1   

19亡）4（ （；）   6．5   4．9   G．8   10．6   1．4   

19！）5（  7）   7．0   5．2   8．0   8．8   0．1   

19！）6（  8）   4．4   4．7   ∠壬．3   3．4   1．3   

19！）7（  9）   2．8   0．5   4．1   ∠1．0   1．0   

1998（ 10）   3．9   0．4   5．5   8．0   △ 2．7   

1999（ 11）   4，0   3．9   3．9   5．0   △1．5   

2000（ 12）   4．1   △1．5   3．2   25．0   1．3   

2001（ 13）   4．2   2．4   3．3   1l．6   △ 2．9   

2002（ 14）   2．7   △1．4   4．2   6．0   △l．4   

2003（ 15）   0．8   1．3   0．9   △ 0．4   0．7   

2004（ 16）   1．6   2．0   1.GG 0．8   0．7   
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第4表1人当たり社会保障給付費と1人当たり国民所得の推移  

1人当たり社会保障給付費  1人当たり国民所得  

年度  
指数  

実額（千円）  
1973年＝100   

指数  
実額（千円）  

1973年＝100   
1951（昭和26）   1．9   3．3   52．5   6．0   

1952（  27）   2．6   4．5   60．8   6．9   

1953（  28）   3．0   5．2   69．0   7．8   

1954（  29）   4．4   7．7   74．7   8．5   

1955（   30）   4．4   7．7   78．2   8．9   

1956（  31）   4．4   7．7   87．6   10．0   

1957（  32）   4．8   8．4   97．6   11．1   

1958（  33）   5．5   9．6   102．3   11．6   

1959（  34）   6．2   10．8   119．2   13．6   

1960（   35）   7．0   12．2   144．5   16．4   

1961（  36）   8．4   14．6   170．6   19．4   

1962（  37）   9．7   16．9   188．1   21．4   

1963（  38）   11．7   20．4   219．5   25．0   

1964（  39）   13．7   23．9   247．6   28．2   

1965（  40）   16．2   28，2   273．2   31．1   

1966（  41）   18．9   32．9   319．6   36．4   

1967（ 42）   21．6   37．7   375．0   42．7   

1968（ 43）   24．8   43．2   431．7   49．1   

1969（ 44）   28．0   48．9   508．7   57，9   

1970（ 45）   33．7   58．7   586．0   66．7   

1971（   46）   37．9   66．1   621．7   70．7   

1972（ 47）   46．3   80．8   724．9   82．5   

1973（  48）   57．4   100．0   879．1   100．0   

1974（  49）   81．6   142．3   1，018．1   115．8   

1975（   50）   105．1   183．3   1、108．7   126．1   

1976（  51）   128．4   223．8   1，242．4   141．3   

1977（  52）   147．9   257．9   1，364．7   155．2   

1978（  53）   171．7   299．3   1，492．2   169．7   

1979（  54）   189．3   329．9   1，569．6   178．5   

1980（  55）   211．6   368．9   1、737．3   197．6   

1981（  56）   233．8   407．5   1，798．1   204．5   

1982（  57）   253．5   441．9   1，854．1   210．9   

1983（  58）   267．5   466．3   1，935．9   220．2   

1984（  59）   279．6   487．4   2，022．2   230．0   

1985（  60）   294．8   513．8   2、158．3   245．5   

1986（  61）   317．2   553．0   2，204．8   250．8   

1987（  62）   333．2   580．9   2，306．9   262．4   

1988（ 63）   345．9   603．0   2，477．9   281．9   

1989（平成元）   364．3   635．0   2，616．7   297．6   

1990（   2）   382．0   665．9   2．819．3   320．7   

1991（   3）   404．2   704．6   2，991．8   340．3   

1992（   4）   432．5   754．0   2，966．9   337．5   

1993（   5）   455．3   793．7   2，955．7   336．2   

1994（   6）   483．7   843．1   2，987．6   339．8   

1995（   7）   515．5   898．6   2，982．3   339．2   

1996（   8）   536．7   935．5   3，014．1   342．9   

1997（   9）   550．2   959．1   3，035．3   345．3   

1998（ 10）   570．3   994．3   2，946．5   335．2   

1999（ 11）   592．3   1，032．6   2，895，6   329．4   

2000（  12）   615．5   1、073．0   2、928．6   333．1   

2001（ 13）   639．5   1，114．8   2，838．0   322．8   

2002（ 14）   655．8   1，143．1   2，792．7   317．7   

2003（ 15）   660．3   1，151．1   2，808．5   319．5   

2004（ 16）   670．8   1，169．3   2 827．3   321．6   
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第5表 高齢者関係給付費の推移  

（注）宮人保健制度においては、対象年齢を平成14年10月より5年間で段階的に70歳以とから75歳以上  

へ引き上げることとなっており、平成13年度以前、平成14年度、平成15年度、平成16年度でそれ  

ぞれ対象となる年齢が異なっていることに留意する必要がある。なお、「国民医療費（厚生労働省）」  

によると、75歳以上の国民医療費の対前年度伸び率は、平成14年度0．5％増、平成15年度3．8％増、  

平成16年度5．7％増である。  
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第6表 児童・家族関係給付費の推移  

総計  

隼度  
児童福祉  ＝産  

関係費  打前隼度   給付費に  サ」一ビス   
手当等   給付   伸び率   rliめる割合  

億円   億円   億円   億円   億「T］   億円   億円   倍「ユ】   十＼、  

1975川銅【J50  ：∃85  ニ】，5‘19  5，378  1．22さ）  G．G〔）8  5．G   

197（；（ 51）  2．：i：うこう  1，G9l   6′12  1．218  G、591   915  7，5∩う  1ニjイ；   5．2   

1977（ 52  2，5（）ぎ）  1、Gf）5   8ト1  亀糾）2  7、311  1，702  9，nl：1   2（）．】   5．3   

197B（  5：う  2，8朋  1、71さ）  1，114  5、24：】  8．07（う  1イ；8ニi  r）．75r）   R」う   l．9   

197f）（ 5′1  ：う，1お0  l，785  1，：う9（；  5，7′1rl  8、（）21  1．（；68  1（），5”l   8．5   18   

1f）80（ 55  ：う、5（；0  1、778  】、78：Z  5，f）9～う  f）、558  l．Gニーり  11．1f）7   5．7   ∠l－5   

1981（  5（；  3，7さ）0  1，G41  2．1射）  （う，225  10，0】・1  2，トl！）  1三Z、1〔；：‡   S，G   4∴1   

lf）8二2（  57  ‘1．1り！）  1．G（；0  2，－4‘1f）  （；」う8（；  lけ49′l  2，2‘1∩  12，7：iう   ▲1．7   ∠1．2   

1f）8：∋（ 58  4，ニーG5  1、（ミ50  2、715  丘】ニ18  1（），5∩ニー  2，2（；0  12，7〔；：う   0．2   ノ1．∩   

1984（  59  －1，5‘l‘1  l，637  2、908  G，40R  10、952  2．G4l  1ニう、59ニー   （；．5   ノl．0   

1985（ G（）  ‘l，617  1，589  3，027  6，8：－（；  11，′15ニう  ：う，0（；（）  l′1．51ニi   6．8   ェ1．l   

1986（ 6l  4，GO∠l  1，GOr；  3，00（）  7，Gこう5  12．2：1f）  ：i、161  15、′1nl   G．】   ′＝1．0   

1987（  G2  4，57′′i  l，558  ニj，01G  7、：∋56  11、931  ：－、150  15，nRn  ∧2．1   ニj．7   

1！）88（ （；ニー  丸50∩  トi88  ：】，O12  7，555  12，∩5〔  ニー，105  15，】r；∩   0．5   ：！．（；   

1989（平成元）  4，4G5  1，45∠1  ニ】，nll  乳什川  12、51】  2．さ）～）0  15，50l   2Jj   ：う．5   

19！）0（   2  孔1宜）  1」う9】  ：う，（15t）  R、5ニラ2  12，9～う1  ニラ，（）り5  15、98（；   二1－l   ：－．ノ1   

19r‖（  ニー  1，1：i9  】，：i81  ：う，∩5R  ミ）．：弓27   1ニi，7（5（；  ニう、l（ト1  l（；，バ7∩   5．5   ：i．‘1   

1f）f）2（  ′1）  5，2G7  2，17：う  ；i．0！）′1  9イ；リ1  トl、さ）58  ：i，（；92  1S，（折り   1（）．（；   ：i．5   

1993（   5  5．072  1、鉦12  3，lニ10  10，′12∠l  15，5∩2  ：〕、775  19、277   3．∠l   ニ5．‘l   

1994（   r；  4，928  l，71（）  ：i，218  l（）、7r；8  ∴  ニト1   ：う．：弓   

19r）5（  ／  5、11二三  】、G12  ：i，50り  11、177  ：‡27  7．2   ニi．：1   

199（；（  8  5，20l  1，5：－G  ニi，G（；（；  1：iJl12   507  】－＝氾1  ∫1．5！）4  2：i．（j15   1∩．5   3．5   

19！）7（  9  5．ニ与0∫l  卜197  ニー．8（）7  12．Sr）り   黒川  18、G72  ‘1、5バ5  2：j．25バ  ∧」．5   ：i．′1   

1998（ ln  5J∋70  l．ご186  ニi，885  l：1．：i：－（；   G作；  lロイil（）  ＝溝7  2ニう、9nT   3，2   ：う．ニー   

199り（ 11  5，52‘′1  】，〔ご17  片刃77  ‖．18トi   （；上1：；  2り，：う55  ′1、（；17  2・′1、ざ）7：ヱ   ∫l．1   ：1J】   

り00r）（ 12  7，11（i  2，〔＝7  ′l，1f）～）  ト1．ミ）（；：i   721  22、8（11  tG18  27，こ11ミ）   ～）．H   ：1．5   

さ）．f）   ニi．7   

2002（  ト1  S、9（；一1  Jl、ニラ1わ  ∫1、G■19  1（う、7（；〔  1，2ノ1l  2（；．n7（）  ‘1ふ1ニう  ：う1．51：1   ∫1一（；   ：5．R   

リ0りニ】（ 15  r），1r；バ  ∫′lJi（；〔  ∫l、7f12  1（；．7二三▲1  1」う什i  27，1日G  ▲トト1（1  ：う1イ；2r；   n．∫′1   二i．8   

リ（）廿日   川  ll．23（；  5．り∩9  5．：i27  1ニ‡．8う7  l」i7r）  2G∴川：う  t小‖  制＝）川；  △2．：1   リ川）l（ l：i  S，57⊥1  ′1，川；2  一′1，512  1〔，875  1，07バ  25、527  ∠′l．60G  ：i（）．1：5：う  ：う．（；   

（注）平成16隼度は前隼度との比較では、「L「は福祉サービス」が17γ－減少し、児童・ 家族間係給付費全  

休で車）対前年牒伸び率では2．こう％減となっているが、この膏鼠とLては、公立保育所運営費負担令  

の 一般財源化に伴い、この運常費が社会保障給イ、∴資に計上されなくなったことがある′、なお参考  

までに、仮に一般財源化に上り計上されなくなった顆をニi∴弓22億円として推計すれば、り描・家  
族関係給付費の対前年渡伸び率は8．2r瑳，で、社会保障給付軌二占扉）る割合は√′l．∩γ，となる「、  
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第7表 制度別社会保障給付費の推移  

年度  1995（平成7）  1996（平成8）  1997（平成9）  1998（平成10）  1999（平成11）   

計   64，731，417  67，547，515  69，416，332  72，141，071  75，041，726   

医療保険   14，623，415  15，019，579  14，665，248  14，360，954  14，436，281   

宮人保健   8、582，796   9，300，376   9，777，650  10，188，446  11，026，058   

介言酎呆険  

′半金保険   31，156，538  32，671，304  34，169，859  36，237，881  37，806，127   

雇用保険等   2，207，155   2，209，495   2，313，828   2，703，379   2，836，289   

業務災害補償   1，028，878   1，045，874   1，054，426   1，044，118   1，025，530   

家族F！う   
511，187   520，129   530，420   537，013   552，367   

‘H舌保護   1，484，894   1，502，467   1，606，257   1，682，009   1，814，815   

F1二三ミ福祉   2，603，244   2，832，488   2，915，792   3，082，738   3，312，714   

公衆衛生   606，661   594，807   560，325   545，734   547，837   

恩給   1，720，624   1，659，031   1，599，757   1，547，077   1，486，055   

戦争犠牲者援諸   206，023   191，963   222，770   211，723   197，651   

汁   100．0   100．0   100．0   100．0   100．0   

宴療保険   22．6   22．2   21．1   19．9   19．2   

老人保健   13．3   13．8   14．1   14．1   14．7   

介言酎閑険  

隼金保険   48．1   4乳4   49．2   50．2   50．4   

南川保険等   3．4   3．3   3．3   3．7   3．8   

業務災害補償   1．6   1．5   1．5   1．4   1．4   

家族手リj   0．8   0．8   0．8   0．7   0．7   

牛活保護   2．3   2．2   2．3   2．3   2．4   

社会福祉   4．0   4．2   4．2   4．3   4．4   

公衆衛生   0．9   0，9   0．8   0．8   0．7   

恩給   2．7   2．5   2．3   2．1   2．0   

戦争犠牲者援護   0．3   0．3   0．3   0．3   0，3   

（注）  

1．老／し保健には医療を含む保健事業すべてが計上されている。  

2．家族手当は、児童手当〝）ほか、社会福祉中の児竜扶養手当及び特別児童扶養手当を含む。  

ニー．雇用保険等は雇川保険の総額と船員保険の失業・雇川対策の給付を含む。  

4．老人保健制穫においては、対象年齢を平成14年10月より5年間で段階的に70歳以ヒから75歳以上   

へ引きとげることとなっており、平成13年度以前、判或‖年度、平成15年度、平成16年度でそれ   

ぞれ対象となる年齢が興なっていることに留意する必要がある。なお、「国民医糖費（厚生労働省）」   

にじると、75歳以h川間代医療費の対前年度伸び率は、平成14年度0．5％増、平成15年度3．8％増、   

勅裁16年度5，7％増である。  
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（判1上：lri一〃＝、割合％）  

2000（γ戚12）  2001（平成13）  2002（平成14）  2003（半祓15）  2004（平成16）   

78，127，238  81，400，724  83，566，605  84，266，791  85，646，871   

14，572．699  14，791，576  14，439，575  14，711，798  15，276，653   

10，447，419  10、804、055  10，801，187  10、722，379  10，675，977   

3，252，114   4，122，775   4、666，117   5，110，400   5、577，221   

39，172，913  40，617，812  42，502，502  42，995，871  43，814，337   

2，664，958   2，713．358   2，619，154   2，024，562   1，528，279   

1，018，528   1，015，412   982，922   973，367   958，723   

711，649   857，359   896，364   915，765   1，123．641   

1，929，889   2，060，403   2，186，944   2，365，553   2，552，832   

2，186，116   2，315，279   2，460，662   2，469、655   2，312．399   

563，047   568，112   551，989   60l，165   543、981   

1，419，745   1，350，930   1，280，425   1，204，272   1，193，156   

188，161   183，654   178，763   172，005   89，672   

100、0   100．0   100．0   100．0   100．0   

18．7   18．2   17．3   17．5   17．8   

13．4   13．3   12．9   12．7   12．5   

4．2   5．1   5．6   6．1   6．5   

50．1   49．9   50．9   51．0   51．2   

3．4   3．3   3．1   2．4   1．8   

1．3   1．2   1．2   1．2   1．1   

0．9   1．1   1．3   

2．5   2．5   2．6   2．8   3．0   

2．8   2．8   2．9   2．9   2．7   

0．7   0．7   0．7   0．7   0．6   

1．8   1．7   1．5   1．4   1．4   

0．2   0．2   0．2   0．2   0．1   
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第8表 機能別社会保障給付費の推移（平成12～16年度）   （単位：．了万円）  

半成】241三度  平成‖年度  平成1′1年度  平成15年度  平成16年度   

章給付費   78，127，2ニi8  81，400，72／1  83，5GG，G（）5  84，2（うG，791  85，64G，87l   
高齢   ニiG，827，0（）4  38，950．874  41，2ごi8，195  42．qn7．り17  43、192、】GO   
現金給付   33，292，829  34，530，579  3G，24（；，58G  ニiG，5G9，425  ニi7，1とi8，028   

退職年金  32，G7G，547  

【fl一期退職年金  

一描給付金  
退職（老齢）給付金  58G，709   552，735   ！）95，544   518，80（）   402，GG5   
その他の現金給付   29，57ニi   49，479   GO，187   G2，9ニ主7   Gl，17′1   

現物給付   3，534，175  4，420，295  4，f）9l，G川  5，1ニ18，‘191  G，nO4，1：i2   

堅族   5，874，743  （；，（）05，（；8】  G，（）87，524  G，川8，727  G，252，7ニiG   

現金給付   5，87ニi，870  G，（）（）4，892  G，08G，813  G，1G8，104  G，252，220   
遺族年金   5，751，G98  5，884，22′1  5，9（；G，577  G，（）」B，GlO  G，147，】98   
一措給付金  11，ごiOl   11，1G3   10，299   10，378   11，4：il  

遺族給付金  
その他の現金給付  l（）7，871   1（）9，50（；   109，9ニi7   1（）9，11G   93，59l   

一呪物給付  87：i   7さ与9   711   G23   517  
埋葬費  

そJ）他  87ニi   789   711   G23   517   

毒害   1，874，（；G4  1，905，07f）  1，939，278  l，か19，525  1，973，115   

現金給付   1，（；70，284  1，（if）2，4（）7  1，715，825  1，727，152  1，749，181   
障害年金  1，G2ニi，41ニi  

程度障害隼金  
早期退I織年金  

一括給付金  348   3∫43   350   ニi8G   381  

障害給付金  
そ〝）他〝）現金給付  4G，523   4G，179   4（；，14n   4G，1Gl   4G，607   

現物給付   2（）4，380   212，G72   223，452   222，ニ‡7ニi   223，9G5   
芳働災害   1，0ニi7，704  l，03∠1，G45  1，00l，203   ！）91，249   り7G，2G9   

被保険者に対する現金給付   49G，74ごi   494，757   481，G70   47：i，042   4Gl，GO4   

短期現金給付   188，542   18G，819   178，4G5   172，921   1GG，465   
長期現金給付（隼金）   2ニi8，348   2ごi8，050   235，370   2ニiニi，：i22   230，525   
その他の現金給付   G！），853   G9，888   G7，8ごi4   GG，798   （；牛Gll   

遺族に対する現金給付   2GG，317   2G7，952   271，298   271，G56   2G！），540   

定期的給付   24ニi，G】7   245，343   248，4（；G   2′18，539   247，211   
その他の現金給付   22，700   22，GO9   22，8ごi2   23，117   22，ニi30   

現物給付   271，G／15   27l，936   248，235   2′1G，551   245，125   
医療の現物給付   272，805   2G9，98G   2／lG，0∠lG   244，280   242，737   
その他の現物給付   1．839   l，950   2．189   2，271   2，38日   

封建［吏療   25，（；40，76ニ‡  2G，2（）8，481  25，837，414  2r川85，055  2G，54（；，Gn8   
現金給付   9′iG，355   92月，G55   913，037   椚7，O11   90′1，G81   

疾病給付   2G9，3G2   251，035   240，7：iニi   2：う5，582   243，37l   

～ij産給付   4Gl，G23   4（；0，ニi50   454，08（）   小13，724   444，084   
そげ）他の現金給付   215，ニi70   217，270   218，225   217，705   217，227   

現物給付（保健）   24，G94，408  25，279，826  24，924，378  25，188，045  25，641，f）27   
豪族   2，282，577  2，555，R51  2，70（），094  2，72l，735  2，（；49，429   

現金給付   78G，251   9G8，323  1，02ニi，G23  1，0′19，29l  1，2Gニi，7Gl   
定期的現金給付  78G，251   968，323  l，023，G23  1，049，291  1，2G3，7Gl  
その他の現金給付  

現物給付  1．49GJi2（；  1、587．528  l，G76，47l  1，G72．444  】、385．G68   
失業   2，G27，n83  2，G52，439  2，547，17さ）  1，9・17，088  1，444，2ニiG   

現金給付   2，（；27，083  2，G52，439  2，547，179  1，947，088  1，444，236   
正規失業手当   2，18ニi，121  2，255，704  2，152，741  1，G3l，GOl  1，212，014   
特別失業手当  272，407   2r；0，ニi97   242，050   1（うG，847   149，852  

退職／余剰手当  
その他の現金給付  171，555   1′lG，3ニi9   152，388   148，64（）   82，370   

現物給付  
主宅   198，G19   22（），耶8   250，321   279，623   ニilこi，01！）   

現金給付   198，G19   220，058   250，321   279，G23   313，019   

家賃補助金  198，G19   220，05き弓   250，32l   279，G23   313，019   

現物給イ寸  
家賃補助  
家主補助金  
その他の現物給付  

t活保護その他   1．76ノl，080  1，BG7，GIG  1、9G5，398  2，115．873  2，299，270   

現金給付   G5G，587   （；9G，7G2   7G5，015   823，449   879，120   

定期的現金給付   G51，379   G92，053   759，912   817，534   8G9，296   
その他の現金給付   5，208   4，709   5，】0ごi   5，91G   9，825   

現物給付   1，1（）7，4椚  1170，855  1，2（）0，ニi8ごi  1，2！）2，424  1，42（），150   

（注）節8表は、ILO事務局「第19次社会保障費用調査」の分類に従って貸出したものである。  
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第9表 平成16年度社会保障費用 ①  

収  

拠  出  
社会保障  

国庫負担  

被保険者   事業主   
特別税  

ミ険  

塾康保険  

政府管掌健康保険   3，232，733  3，233，843  900，162   

組合管掌健康保険   2，841，703  3，489，664  11，358   

司民健康保険   4，010，124  4，277，878   

を職者医療制度（再掲）   663，225  

彗人保健  2，608，044   

†諸保険   956，452  1，424，915   

夏生年金保険   9，726，850  9，726，850  4，322，860   

夏生年金基金等   408，551   1，504，637  486   

司民年金   1，935，434  1，614，804   

隻業者年金基金等   170，298  153，024   

拾員保険   21，047   44，129  4，891   

隻林漁業団体職員共済組合  13，538  3，468   

本私立学校振興・共済事業団   237，863   232，530  50，308   

巨用保険   1，021，759   1，535，002  476，744   

テ働者災害補償保険  1，044，726  1，307   

三11う  

己寅手当  187，523  293，168   

ま  

ヨ家公務員共済組合   755，842   1，244，920  153，585   

戸続組合等  354，265  625   

立方公務員等共済組合   2，208，962  3，466，205  596   

】令共済組合等  557  13，718   

ヨ家公務員災害補償  12，335  

虫方公務員等災害補償   0   26，327  
1公共企業体職員業務災害  6，287  

ヨ家公務員恩給   921   41，758  143   

土方公務員恩給  60，488  

長健サービス  

さ衆衛生  486，977   

転助及び社会福祉  

巨活保護  1，952，750   

上会福祉  1，763，450   

蕗牲者  

曳争犠牲者  1，185，976   

計   27，528，537  26，225，584  21，701，236   
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（単位：百万円）  

人  

他の公費負担  資産収入   
他制度からの   

その他   小 計  
移転   

収入合計  

8   24，299  7，391，046   161   7，391，206  1．（A）  

73，316   370，814  6，786，854  6，786，854  1．（B）   

1，185，575  457，071  9，930，647   1，834，111  11，764，758  2 

663，225   1，834，111   2，497，336  

1，302，260  3，910，305  6，634，021  10，544，326  3 

1，652，301   121   104，759  4，138，548   1，799，008   5，937，557  4 

3，693，356   17，845  27，487，759  7，494，808  34，982，567  5 

1，687，430   37，571   3，638，675   85，188  3，723，863  6 

273，674   1，544，137   5，368，049  12，472，571  17，840，621  7 

113，358   19，539   456，219  456，219  8 

1，531   881   72，479  72，479  9 

4，639   710，075   731，720   221   731，941  10 

7，745   57，125   1，110   586，680   18，996   605，676  11 

1，542   22，046  3，057，094  3，057，094  12 

109，698   252，180   1，407，911  1，407，911  13 

186，162  1，724   668，577  668，577  14 

207，545   45，332  2，407，223   243，694  2，650，917  15 

23，658   317   378，865  378，865  16 

385，770   751，512   16，409  6，829，454   391，908   7，221，362  17 

40  14，316  14，316  18 

12，335  12，335  19 

1，916   2，942   31，186  31，186  20 

6，287  6，287  21 

42，821  42，821  22 

60，488  60，488  23 

254，810  741，787  741，787  24 

647，617  2，600，366  2，600，366  25 

1，313，442  3，076，892  3，076，892  26 

1，185，976  1，185，976  27 

6，935，682  7，000，469  3，629，050  93，020，560  30，974，687  123，995，246  
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第9表 平成16年度社会保障費用 ②  

支  

給  
疾病・出産  業  務  

医  療   現  金   医  療   
医療以外の  

現物   

社会保険  

1．健康保険  

（A）政府管掌健康保険   3，582，271   304，115  

（B）組合管掌健康保険   2，740，057   245，396  

2．閂民健康保険   7，153，957   97，688  

退職者医療制度（再掲）   2，057，584  

3．老人保健   10，587，914  

4．介護保険  

5．厚生年金保険  

6．厚生年金基金等  

7．目民年金  

8．農業者年金基金等  

9．船員保険   16，463   1，989   4，506  

10．農林漁業団体職員共済組合  

11．日本私立学校振興・共済事業団   88，528   8，167  

12．雇用保険  82，754  

13．労働者災害補償保険  227，168   2，345   
家族手当  

14．1E三童手当  

公務員  

15．国家公務員共済組合   215，835   20，568  

16．存続組合等  

17．地方公務員等共済組合   620，743   84，167  

18．1［】令共済組合等   60   1，700  

19．国家公務員災害補償  3，966   17   

20．地方公務員等災害補償  7，069   26   

21誹］公共企業体職員業務災害  27  

22．国家公務員恩給  

23．地方公務員恩給  

公衆保健サービス  

24．公衆衛生   466，930   108，990  

公的扶助及び社会福祉  

25．月三括保護   1，319，761   253  

26．社会福祉   117，208  
戦争犠牲者  

27．戦争犠牲者   1，222  

総  計   26，910，949   955，786   242，737   2，388  




